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財務書類４表について 
 

 平成１８年、総務省より「地方公共団体における行政改革の更なる推進のた

めの指針の策定」において、地方公会計改革が掲げられました。より正確な財

務情報の公開と、資産・債務の適正な管理の観点から、「総務省方式改訂モデ

ル」と「総務省基準モデル」に基づいた貸借対照表、行政コスト計算書、純資

産変動計算書、資金収支計算書の作成が求められ、香芝市では平成２０年度決

算から「総務省方式改訂モデル」を採用し、作成してきました。 

 しかし、公有財産の状況や発生主義による取引情報を複数仕訳によらず決算

統計（地方財政状況調査）のデータを活用して作成する「総務省方式改訂モデ

ル」では、数値の正確性等の面で課題がありました。 

 このため、総務省において、固定資産台帳の整備と複式簿記の導入を前提と

した財務書類の作成に関する「統一的な基準」が示され、原則として平成２７

年度から平成２９年度までの３年間ですべての地方公共団体において作成、公

表するように要請されたところです。 

 香芝市では、平成２８年度決算から「統一的な基準」に基づき、財務書類を

作成しています。 

 

「統一的な基準」と「総務省方式改訂モデル」との違い 

 「統一的な基準」 「総務省方式改訂モデル」 

発 生 主 義 ・ 

複 式 簿 記 の 導 入 

発生の都度（日々仕訳）によ

る複式仕訳による作成 
決算データを活用して作成 

固定資産台帳の整備 

台帳の整備を前提とし、今後

の公共施設等のマネジメント

にも活用可能 

台帳整備は前提とされていない 

比 較 可 能 性 

「統一的な基準」による財務

書類の作成により、団体間で

の比較が可能 

総務省方式改訂モデルや基準モ

デルその他の方式といったもの

が混在し、比較が困難 
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Ⅰ 財務書類の作成基準 

 

１．対象会計 

 

  一般会計等とは、本市の場合、一般会計と土地取得特別会計が対象となり

ます。 

 

２．作成基準日等 

 

 ・会計年度の最終日（３月３１日）を作成の基準日とし、出納整理期間（４

月１日～５月３１日）における出納については、基準日までに終了したも

のとして処理します。 

 ・本市の基準日時点での人口は、７８，６６８人です。 

 ・千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合が

あります。 

 

３．財務書類４表の関係 

 

  貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書の４

表の関係を図示すると次のようになります。 

＋本年度末
　歳計外現金残高

臨時利益
固定資産等
の変動

前年度末残高

純資産 純行政コスト 本年度末残高 本年度末残高

うち
現金
預金

経常収益 純行政コスト 投資活動収支

臨時損失 財源 財務活動収支

【財務書類４表構成の相互関係】

貸借対照表 行政コスト計算書 純資産変動計算書 資金収支計算書

資産 負債 経常費用 前年度末残高 業務活動収支
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Ⅱ 貸借対照表 

１．貸借対照表とは 

  貸借対照表は、会計年度末時点において市が所有している土地や建物など

の財産（資産）と、その資産をどのような財源（負債：将来の世代の負担、

純資産：これまでの世代の負担）で賄っているかを表しています。 

２．貸借対照表の見方 

借   方 貸   方 

資   産 負   債 

固定資産 

事業用資産（庁舎、学校

等）とインフラ資産（道

路、公園等）に分けら

れ、将来の世代に引き継

ぐ社会資本や関係団体へ

の出資金などの投資その

他の資産を表したもの 

固定負債 

地方債や退職手当引当金

など将来の世代の負担と

なるものを表したもの 

流動負債 

１年以内に支払いが予定

されている地方債や賞与

引当金などを表したもの 

流動資産 

資金（年度末に保有して

いる現金及び基金以外の

預金）や税等の未収金、

貸付金、財政調整基金等

の積立金など将来現金化

することが可能な財産を

表したもの 

純 資 産 

固定資産等 

形 成 分 

これまでの世代や国・県

が負担した将来返済しな

くてよい財産を表したも

の 
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３．令和４年度貸借対照表

（令和 5年 3月31日現在）
（単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 100,534,487 固定負債 28,307,367 

有形固定資産 94,775,927 地方債 24,885,310 
事業用資産 42,069,999 長期未払金 - 

土地 29,360,797 退職手当引当金 2,990,356 
立木竹 - 損失補償等引当金 - 
建物 48,717,891 その他 431,701 
建物減価償却累計額 △ 36,310,007 流動負債 3,493,717 
工作物 641,808 １年内償還予定地方債 2,835,558 
工作物減価償却累計額 △ 438,302 未払金 - 
船舶 - 未払費用 - 
船舶減価償却累計額 - 前受金 - 
浮標等 - 前受収益 - 
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 278,531 
航空機 - 預り金 261,786 
航空機減価償却累計額 - その他 117,841 
その他 - 31,801,083 
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 97,812 固定資産等形成分 103,198,805 

インフラ資産 52,458,330 余剰分（不足分） △ 30,628,664
土地 26,995,508 
建物 105,796 
建物減価償却累計額 △ 49,373
工作物 64,976,265
工作物減価償却累計額 △ 41,092,983
その他 - 
その他減価償却累計額 - 
建設仮勘定 1,523,117 

物品 968,060 
物品減価償却累計額 △ 720,462

無形固定資産 7,131
ソフトウェア 6,504 
その他 627 

投資その他の資産 5,751,429 
投資及び出資金 24,971 

有価証券 1,239 
出資金 23,732 
その他 - 

投資損失引当金 - 
長期延滞債権 346,863 
長期貸付金 - 
基金 5,414,289 

減債基金 - 
その他 5,414,289 

その他 - 
徴収不能引当金 △ 34,694

流動資産 3,836,738
現金預金 1,085,733
未収金 99,679 
短期貸付金 - 
基金 2,664,318 

財政調整基金 2,419,976 
減債基金 244,342 

棚卸資産 - 
その他 - 
徴収不能引当金 △ 12,993 72,570,142 

104,371,225 104,371,225 資産合計

負債合計

純資産合計
負債及び純資産合計
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注   記 
 
１．有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

 (1) 事業用資産及びインフラ資産 

  ① 有形固定資産･･･････････････････取得原価 

    ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

   ア 昭和 59 年度以前に取得したもの･･････････再調達原価 

     ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1円としています。 

   イ 昭和 60 年度以後に取得したもの 

     取得原価が判明しているもの･････････････取得原価 

     取得原価が不明なもの･･･････････････････再調達原価 

     ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としていま

す。 

② 無形固定資産･･･････････････････取得原価 

    ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

    取得原価が判明しているもの･･･････････････取得原価 

    取得原価が不明なもの･････････････････････再調達原価 

 

２．有形固定資産等の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

   なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

    建物  15 年～50 年 

    工作物  5 年～60 年 

    物品  3 年～17 年 

(2) 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

   （ソフトウェアについては、当市における見込利用期間（5 年）に基づく定額法によ

っています。） 

(3) リース資産 

   所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

    ･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

 

３．引当金の計上基準及び算定方法 

 (1) 徴収不能引当金 

   未収金については、過去 5 年間の平均不納欠損率により（又は個別に回収可能性を検

討し）、徴収不能見込額を計上しています。 

   長期延滞債権については、過去 5 年間の平均不納欠損率により（又は個別に回収可能

性を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。 

   長期貸付金については、過去 5 年間の平均不納欠損率により（又は個別に回収可能性

を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。 

(2) 退職手当引当金 

   期末自己都合要支給額を計上しています。 

(3) 賞与等引当金 

   翌年度 6 月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の

見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

４．リース取引の処理方法 

 (1) ファイナンス・リース取引 

   通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

(2) オペレーティング・リース取引 

   通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 
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５．売却可能資産 
(1) 範囲

香芝市公有財産活用検討委員会等の庁内組織において売却予定とされている公共資産
(2) 内訳

土地（事業用資産）   48,563 千円（48,563 千円）
令和 5年 3月 31 日時点における売却可能価額を記載しています。
売却可能価額は、地方公共団体の財政の健全化に関する法律における評価方法によっ

ています。 

６．地方交付税措置のある地方債 

地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要

額に含まれることが見込まれる金額 22,965,766 千円 

７．将来負担に関する情報 

  地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素は、次のと

おりです。 

  標準財政規模    16,460,224 千円 

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額  1,793,094 千円 

将来負担額   40,057,586 千円 

  充当可能基金額    9,548,308 千円 

  特定財源見込額    17,015 千円 

  地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額  22,965,766 千円
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主な施設の状況（令和４年度）

(単位：千円）　

区分 名称等
取得年度
（年度）

貸借対照表
建　物

貸借対照表
減価償却累計額

本年度末残高

市営住宅 平成17年 560,367 214,240 346,127

近鉄五位堂駅北自転車駐車場 平成3年 160,241 157,105 3,136

JR香芝駅自転車駐車場 平成16年 94,244 71,946 22,298

近鉄下田駅地下自転車駐車場 平成9年 245,386 204,467 40,918

近鉄関屋駅自転車駐車場 平成12年 23,778 21,577 2,202

JR志都美駅西自転車駐車場 平成22年 19,391 9,409 9,982

JR志都美駅東自転車駐車場 平成27年 22,430 20,279 2,150

近鉄二上駅北自転車駐車場 平成30年 51,631 16,665 34,966

JR五位堂駅自転車駐車場 平成30年 8,284 3,290 4,994

五位堂小学校 昭和43年 2,346,113 2,180,128 165,986

下田小学校 昭和42年 2,103,261 2,032,089 71,171

二上小学校 昭和44年 2,062,976 1,645,331 417,645

関屋小学校 昭和46年 1,855,952 1,733,034 122,918

志都美小学校 昭和37年 2,041,954 1,925,335 116,619

三和小学校 昭和51年 1,190,594 1,031,643 158,951

鎌田小学校 昭和57年 685,058 574,124 110,934

真美ヶ丘東小学校 昭和57年 1,882,649 1,318,159 564,490

真美ヶ丘西小学校 昭和62年 1,328,718 949,778 378,940

旭ケ丘小学校 平成6年 1,313,586 729,698 583,888

香芝中学校 昭和49年 3,558,757 3,319,741 239,016

香芝西中学校 昭和57年 2,752,130 2,314,484 437,646

香芝東中学校 昭和58年 2,330,119 1,820,903 509,216

香芝北中学校 平成11年 3,578,002 1,727,084 1,850,918

五位堂幼稚園 昭和46年 193,557 189,814 3,742

二上幼稚園 昭和47年 75,107 71,968 3,138

志都美幼稚園 昭和48年 88,643 86,298 2,344

関屋幼稚園 昭和50年 112,404 109,099 3,305

三和幼稚園 昭和50年 131,980 128,569 3,411

旭ケ丘幼稚園 平成16年 347,556 135,953 211,603

認定こども園鎌田幼稚園 昭和62年 144,914 142,170 2,744

認定こども園下田幼稚園 昭和45年 258,988 244,586 14,402

認定こども園真美ヶ丘東幼稚園 昭和62年 241,823 198,166 43,657

中央公民館 昭和54年 1,485,099 1,232,711 252,388

総合体育館 昭和52年 2,275,243 1,957,755 317,489

北部地域体育館 昭和53年 220,352 212,016 8,335

生活
インフラ・
国土保全

教育
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主な施設の状況（令和４年度）

(単位：千円）　

区分 名称等
取得年度
（年度）

貸借対照表
建　物

貸借対照表
減価償却累計額

本年度末残高

五位堂保育所 昭和52年 80,354 79,327 1,027

若葉保育所 昭和52年 209,344 208,551 793

みつわ保育所 平成28年 617,366 144,074 473,292

二上保育所 昭和57年 128,824 125,737 3,087

真美ヶ丘保育所 昭和59年 80,964 80,643 321

下田学童保育所 平成16年 79,754 41,639 38,115

関屋学童保育所 平成23年 8,683 1,915 6,768

五位堂学童保育所 昭和57年 39,243 36,734 2,508

二上学童保育所 平成14年 69,199 23,429 45,770

鎌田学童保育所 昭和63年 12,903 6,632 6,271

真美ヶ丘東学童保育所 平成21年 43,588 14,298 29,290

真美ヶ丘西学童保育所 平成27年 39,045 8,054 30,991

旭ケ丘第１学童保育所 平成15年 3,051 1,450 1,601

三和学童保育所 昭和60年 52,883 16,129 36,753

志都美学童保育所 平成26年 28,800 6,658 22,143

子育て支援センター 平成19年 73,238 33,140 40,098

総合福祉センター 平成10年 3,356,048 1,620,693 1,735,356

障害者支援センターすみれの里 平成12年 152,110 90,353 61,757

火葬場 平成9年 116,933 55,359 61,575

保健センター 平成24年 533,447 109,357 424,091

庁舎 昭和51年 2,601,071 2,345,863 255,208

ふたかみ文化センター 平成3年 2,945,883 1,815,371 1,130,513

（注） 取得年度は、最も古い建物の取得年度とします。
（注） 金額は、千円未満を四捨五入しているため合計が合わない場合があります。

福祉

環境衛生

総務
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４．貸借対照表の概要 

 

 (1) 資産の構成 

 

   資産は、「土地や建物などの財産」、「貸付金や未収金などの権利」な

ど、将来にわたり行政サービスを提供するために使用されるものです。 

   資産総額は１，０４３億７，１２２万５千円、市民一人当たり１３２万

７千円となっています。 

   資産の９０．６％は庁舎や学校などの施設や土地といった事業用資産（

４０．３％）と道路や公園といったインフラ資産（５０．３％）で構成さ

れています。 

（単位：千円） 

 令和４年度 令和３年度 増減 

資産総額 104,371,225 105,396,488 △1,025,263 

市民一人当たり 1,327 1,338 △11 

 

 (2) 負債の構成 

 

   負債は、市が持つ資産を形成する財源のうち、将来に負担しなければな

らない金額を表すもので、１年以内のうちに支払期限が到来する流動負債

と、将来の世代が負担することとなる固定負債に分けられます。 

   負債総額は３１８億１０８万３千円、市民一人当たり４０万４千円とな

っています。 

（単位：千円） 

 令和４年度 令和３年度 増減 

負債総額 31,801,083 33,253,839 △1,452,756 

市民一人当たり 404 422 △18 

 

 (3) 純資産の構成 

 

   純資産は、市が持つ資産を形成する財源のうち、これまでの世代が負担

してきた金額を表すものです。 

   純資産総額は７２５億７，０１４万２千円、市民一人当たり９２万２千

円となっています。 
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（単位：千円） 

 令和４年度 令和３年度 増減 

純資産総額 72,570,142 72,142,649 427,493 

市民一人当たり 922 916 6 

 

５．貸借対照表を活用した財政分析 

 

(1) 純資産比率 

 

   資産総額に対する純資産の割合で、資産のうち市民の持ち分を示すもの

です。企業会計における自己資本比率に相当するものであり、この割合が

高いほど健全な財政状況にあるといえます。前年度と比較して１．１％高

くなっています。 

純資産総額  資産総額   

72,570,142 千円 ÷ 104,371,225 千円 ＝ 69.5％ 

 

 (2) 負債比率 

 

   資産総額に対する負債の割合で、資産のうちの借入金への依存度を示す

ものです。純資産比率の逆の指標となり、この割合が高いほど将来負担へ

の影響が大きいといえます。前年度と比較して１．１％低くなっています。 

負債総額  資産総額   

31,801,083 千円 ÷ 104,371,225 千円 ＝ 30.5％ 

 

 (3) 社会資本形成の世代間負担比率 

 

   社会資本形成の結果を示す公共資産の資産形成に充てられた財源を見る

ことによって、これまでの世代によって既に負担された割合や将来の世代

によって負担しなければならない割合を把握することができます。前年度

と比較して、「これまでの世代による社会資本形成の負担比率」は５．

７％高くなっており、「将来の世代による社会資本形成の負担比率」は０．

５％高くなっています。 

－ 12 －



  ① これまでの世代による社会資本形成の負担比率 

純資産総額  有形・無形固定資産   

72,570,142 千円 ÷ 94,783,058 千円 ＝ 76.6％ 

 

  ② 将来の世代による社会資本形成の負担比率（将来世代負担比率） 

地方債残高※  有形・無形固定資産   

15,838,703 千円 ÷ 94,783,058 千円 ＝ 16.7％ 

     ※地方債残高からは、臨時財政対策債、減税補てん債を除きます。 

 

 (4) 歳入総額に対する資産比率及び純資産比率 

 

   歳入総額に対する資産総額及び純資産の割合を算出することにより、基

準日に形成されている資産総額及び純資産に、何年分の歳入が充当されて

いるかを把握することができます。前年度と比較して、「歳入総額に対す

る資産比率」は０．２年増えており、「歳入総額に対する純資産比率」は

０．２年増えております。 

 

  ① 歳入総額に対する資産比率 

資産総額  歳入総額※   

104,371,225 千円 ÷ 29,176,073 千円 ＝ 3.6 年 

 

  ② 歳入総額に対する純資産比率 

純資産総額  歳入総額※   

72,570,142 千円 ÷ 29,176,073 千円 ＝ 2.5 年 

     ※歳入総額＝収入合計＋前年度末資金残高 

 

 (5) 有形固定資産減価償却率 

 

   有形固定資産のうち償却資産について、耐用年数に対して資産の取得か

らどの程度経過しているのかを表しています。この比率が高いほど施設の

老朽化が進んでいるといえます。前年度と比較して１．５％高くなってい

ます。 

減価償却累計額  有形固定資産（償却資産）   

77,890,665 千円 ÷ 114,441,760 千円 ＝ 68.1％ 
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Ⅲ 行政コスト計算書 

 

１．行政コスト計算書とは 

 

  行政コスト計算書は、市が１年間に行政サービスを提供するために、どの

分野にどのようなコスト（費用）がかかり、その財源となる使用料や手数料

などの収入の関係を表しています。 

 

２．行政コスト計算書の見方 

 

経常費用 

 

業務費用 

 人件費 

 職 員 給 与 費 

賞与等引当金繰入額 

退職手当引当金繰入額 

職員給与や議員報酬、退職手当費用などを表

したもの 

物件費等 

 物 件 費 

維 持 補 修 費 

減 価 償 却 費 

備品や消耗品、施設等の維持修繕に係る経費

や事業用資産の減価償却費などを表したもの 

その他業務費用 

 支 払 利 息 

徴収不能引当金繰入額 

地方債の支払利息など上記以外の費用を表し

たもの 

移転費用 

 補 助 金 等 

社 会 保 障 給 付 

他 会 計 へ の 繰 出 金 

市民や団体への補助金、児童手当や生活保護

費等の社会保障関係給付などを表したもの 

経常収益 

 使 用 料 及 び 手 数 料 

そ の 他 

使用料・手数料など、サービスの提供に対す

る収入等を表したもの 

臨時損失 災害復旧事業費、資産除売却損などを表したもの 

臨時利益 資産売却益などを表したもの 
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３．令和４年度行政コスト計算書

自　令和 4年 4月 1日
至　令和 5年 3月31日

（単位：千円）

金額

経常費用 25,347,715 

業務費用 12,779,446 

人件費 4,189,704 

職員給与費 3,360,854 

賞与等引当金繰入額 278,531 

退職手当引当金繰入額 94,903 

その他 455,416 

物件費等 8,163,348 

物件費 4,587,409 

維持補修費 1,262,310 

減価償却費 2,313,629 

その他 - 

その他の業務費用 426,394 

支払利息 110,416 

徴収不能引当金繰入額 6,239 

その他 309,739 

移転費用 12,568,269 

補助金等 3,822,981 

社会保障給付 6,683,694 

他会計への繰出金 2,058,399 

その他 3,195 

経常収益 739,297 

使用料及び手数料 221,003 

その他 518,293 

純経常行政コスト △ 24,608,418 

臨時損失 630,812 

災害復旧事業費 - 

資産除売却損 630,812 

投資損失引当金繰入額 - 

損失補償等引当金繰入額 - 

その他 - 

臨時利益 2,223 

資産売却益 2,223 

その他 - 

純行政コスト △ 25,237,008 

科目
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４．行政コスト計算書の概要 

 経常費用の総額は２５３億４，７７１万５千円となり、これらの行政活動

に対する使用料・手数料などによる経常収益は７億３，９２９万７千円で、

純経常行政コストは２４６億８４１万８千円、臨時損失、臨時利益を加味し

た純行政コストは２５２億３，７００万８千円となっています。 

 これは市民一人当たりでは、３２万１千円の純行政コストを要しているこ

ととなります。 

（単位：千円） 

令和４年度 令和３年度 増減 

経常費用総額 25,347,715 26,291,308 △943,593

経常収益総額 739,297 923,124 △183,827

純経常行政コスト 24,608,418 25,368,183 △759,765

純行政コスト総額 25,237,008 25,715,979 △478,971

市民一人当たり 321 326 △5

  行政コストの構成 

経常費用の総額が２５３億４，７７１万５千円となっており、その内訳は、

人件費が４１億８，９７０万４千円で１６．５％、物件費等は減価償却費を

含み、維持補修費などに要した費用として８１億６，３３４万８千円で３２．

２％となっています。また、移転支出では児童手当の給付や生活保護扶助費

などの社会保障関係移転支出が６６億８，３６９万４千円で２６．４％、他

会計などへの支出が２０億５，８３９万９千円で８．１％となっています。 

（単位：千円） 

令和４年度 令和３年度 増減 

経常費用総額 25,347,715 26,291,308 △943,593

人件費 4,189,704 4,656,609 △466,905

物件費等 8,163,348 7,179,284 984,064 

社会保障関係移転支出 6,683,694 6,450,957 232,737 

他会計などへの支出 2,058,399 2,013,194 45,205 
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５．行政コスト計算書を活用した財政分析 

 

 (1) 行政コスト対税収等比率 

 

   税収などの一般財源等に対する純経常行政コストの比率を表すことによ

り、当年度の税収等のうち、どれだけ資産形成の伴わない純経常行政コス

トに費消したかを比較することができます。この比率が１００％に近づく

ほど資産形成の余裕度が低いといえ、さらに１００％を上回ると、過去か

ら蓄積した資産が取り崩されたことを表します。前年度と比較して１．

０％高くなっています。 

純経常行政コスト  財源   

24,608,418 千円 ÷ 25,603,865 千円 ＝ 96.1％ 

 

 (2) 受益者負担の割合 

 

   行政サービスの提供に対する受益者負担の割合を表すもので、受益者負

担の水準を把握することができます。前年度と比較して０．６％低くなっ

ています。 

経常収益  経常費用   

739,297 千円 ÷ 25,347,715 千円 ＝ 2.9％ 
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Ⅳ 純資産変動計算書 

 

１．純資産変動計算書とは 

 

  純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産が１年間でどのように変動した

かを表したものです。 

 

２．純資産変動計算書の見方 

 

純 行 政 コ ス ト 
行政コスト計算書によって計算された行政サービスに対するコス

トの財源不足分を表したもの 

財 源 
市税、地方譲与税などの税収等や国県等補助金など行政コスト計

算書に計上されない財源を表したもの 

固定資産等の変動 有形固定資産等の増減や貸付金・基金等の増減を表したもの 

資 産 評 価 差 額 
有価証券等の当該年度における評価益と評価損との差額を表した

もの 

無 償 所 管 換 等 無償で譲渡または取得した固定資産の評価額を表したもの 
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３．令和４年度純資産変動計算書

自　令和 4年 4月 1日
至　令和 5年 3月31日

（単位：千円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 72,142,649 104,026,995 △ 31,884,347 

純行政コスト（△） △ 25,237,008 △ 25,237,008 

財源 25,603,865 25,603,865 

税収等 17,223,913 17,223,913 

国県等補助金 8,379,952 8,379,952 

本年度差額 366,858 366,858 

固定資産等の変動（内部変動） △ 888,825 888,825 

有形固定資産等の増加 910,621 △ 910,621 

有形固定資産等の減少 △ 2,895,981 2,895,981 

貸付金・基金等の増加 1,332,925 △ 1,332,925 

貸付金・基金等の減少 △ 236,391 236,391 

資産評価差額 - - 

無償所管換等 60,635 60,635 

その他 - - - 

本年度純資産変動額 427,493 △ 828,190 1,255,683 

本年度末純資産残高 72,570,142 103,198,805 △ 30,628,664 

科目 合計

４．純資産変動計算書の概要

純行政コスト２５２億３，７００万８千円に対し、財源である税収等と国県等補助

金の合計額は２５６億３８６万５千円となっており、発生したコストを、税を主とす

る一般財源で賄えたことがわかります。

（単位：千円）

 令和４年度 令和３年度 増減 

純行政コスト 25,237,008 25,715,979 △478,971 

財源 25,603,865 26,679,317 △1,075,452 
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Ⅴ 資金収支計算書 

 

１．資金収支計算書とは 

 

  資金収支計算書は、行政活動に伴う現金等の資金の増減を、性質の異なる

三つの活動「業務活動収支」、「投資活動収支」、「財務活動収支」に区分

して金額を表し、どのような活動に資金が必要であったかを表したものです。 

 

２．資金収支計算書の見方 

 

業務活動収支 行政サービスを行う中で、毎年度継続的に収入・支出を表したもの 

投資活動収支 
公共施設や道路整備などの資産形成や投資・貸付金などの収入・支出

などを表したもの 

財務活動収支 地方債や借入金などの借入（収入）や償還（支出）などを表したもの 
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３．令和４年度資金収支計算書

自　令和 4年 4月 1日
至　令和 5年 3月31日

（単位：千円）

金額

【業務活動収支】
業務支出 22,361,049 

業務費用支出 9,792,780 
人件費支出 4,204,583 
物件費等支出 5,172,060 
支払利息支出 110,416 
その他の支出 305,721 

移転費用支出 12,568,269 
補助金等支出 3,822,981 
社会保障給付支出 6,683,694 
他会計への繰出支出 2,058,399 
その他の支出 3,195 

業務収入 25,774,919 
税収等収入 17,201,050 
国県等補助金収入 7,838,783 
使用料及び手数料収入 220,818 
その他の収入 514,268 

臨時支出 - 
災害復旧事業費支出 - 
その他の支出 - 

臨時収入 - 
業務活動収支 3,413,870 
【投資活動収支】

投資活動支出 2,883,469 
公共施設等整備費支出 1,637,094 
基金積立金支出 1,246,375 
投資及び出資金支出 - 
貸付金支出 - 
その他の支出 - 

投資活動収入 710,320 
国県等補助金収入 541,169 
基金取崩収入 166,574 
貸付金元金回収収入 - 
資産売却収入 2,577 
その他の収入 - 

投資活動収支 △ 2,173,149 
【財務活動収支】

財務活動支出 3,107,608 
地方債償還支出 2,990,241 
その他の支出 117,367 

財務活動収入 1,676,400 
地方債発行収入 1,676,400 
その他の収入 - 

財務活動収支 △ 1,431,208 
本年度資金収支額 △ 190,487 
前年度末資金残高 1,014,434 
本年度末資金残高 823,947 

前年度末歳計外現金残高 268,454 
本年度歳計外現金増減額 △ 6,668 
本年度末歳計外現金残高 261,786 
本年度末現金預金残高 1,085,733 

科目
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注   記 
 
１．純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 
(1) 固定資産等形成分 

   固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。 
(2) 余剰分（不足分） 

   純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 
 
２．基礎的財政収支 
  業務活動収支（支払利息支出を除く。）            3,524,286 千円 
  投資活動収支（基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。）  △1,093,348 千円 
  基礎的財政収支                       2,430,938 千円 
 
３．一時借入金 
  資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。 
  なお、一時借入金の限度額は次のとおりです。 
   一時借入金の限度額   4,000,000 千円  
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４．資金収支計算書の概要 

 

  財務活動収支は１４億３，１２０万８千円の赤字となっています。地方債

の借入額よりも償還額が多かったことを示しており、地方債等の償還が進ん

でいることがわかります。 

  投資活動収支及び財務活動収支の赤字合計３６億４３５万７千円に対し、

業務活動収支の黒字は３４億１，３８７万円となっており、全体の収支は赤

字となっています。 

  この資金の増減については、貸借対照表における現金預金の増減に反映さ

れ、流動資産の増減に影響することとなります。 

（単位：千円） 

 令和４年度 令和３年度 増減 

財務活動収支 △1,431,208 △1,149,626 △281,582 

投資活動収支 

財務活動収支 
△3,604,357 △3,359,050 △245,307 

業務活動収支 3,413,870 3,283,974 129,896 
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